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はじめに

山口県では、平成28年４月１日にすべての公立小・中学校にコミュニティ・スクールが導入され、各学校

の特色に応じて様々な取組がなされている。山口県教育委員会は、そうした全県的な取組をまとめ、「平成

29年度やまぐち型地域連携教育実践事例集」１）（平成30年３月）には、各学校の取組の指標として「『や

まぐち型地域連携教育』におけるコミュニティ・スクールのめざす姿～学校運営・学校支援・地域貢献の充

実に向けて～」を示している。

本稿では、各小・中学校の取組の状況と取組によって管理職、教職員、学校運営協議会、保護者はどのよ

うな成果に結びついていると意識しているかについて考察していくものとする。考察にあたっては、平成30

年９月～10月に実施した「山口大学との連携による地域連携教育の成果検証」事業による一次調査を活用す

る。

１．「山口大学との連携による地域連携教育の成果検証」事業による一次調査について

地域連携教育（以下、コミュニティ・スクール）の成果を検証するために、山口県内の13市の小学校１校、

中学校１校の管理職（校長、教頭、事務長）、教職員（教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、

学校栄養職員、事務職員）、学校運営協議会委員（以下ＣＳ委員）、保護者（アンケートを実施した児童生

徒の保護者）、児童（小学６年生）生徒（中学３年生）を対象に質問紙調査を実施した。調査に使用する質

問紙は、前出の山口県教育委員会の示す14の取組指標と平成28年度に文部科学省委託事業「学校の総合マネ

ジメント力の強化に関する調査研究　コミュニティ・スクールにおける教員、児童生徒、学校、地域の変容

についての成果に関する調査研究」を参考に作成した２）３）。

質問紙調査は、平成30年９～10月にかけて実施し概要を表１に示す。今回の分析では、取組と成果につい

て検証するため、管理職、教職員、ＣＳ委員、保護者の回答を対象とする。

表１　一次調査概要

山口大学教育学部附属教育実践総合センター研究紀要第47号（2019.3）
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２．コミュニティ・スクールの取組の状況

コミュニティ・スクールの取組状況について、各学校に質問紙調査（管理職27項目、教職員23項目、ＣＳ

委員25項目、保護者14項目）を実施した。回答は４件法として「あてはまる」４点、「どちらかというとあ

てはまる」３点、「どちらかというとあてはまらない」２点、「あてはまらない」１点として得点化し、14

の取組指標ごとの平均値を求めた。その結果を図１に示す。

図１　コミュニティ・スクールの取組

上記グラフのうち、教職員の「①組織づくり」、ＣＳ委員の「⑭学校支援マニュアルの作成」、保護者の

「①組織づくり」「②熟議」「④協働」「⑤マネジメント」「⑥教育課程」「⑦中学校区における『育てた

い子ども像』等の共有」に関しては、回答困難と予想される等の理由により質問項目には入れていない。

各取組指標の平均値は肯定的な回答である３点を超えていることから、各学校の取組は概ね進んでいるも

のと考えられる。全体的にＣＳ委員の平均値は、他と比べると高い傾向があり、保護者は低い傾向にある。

また、「⑪家庭教育支援の充実」については、管理職、教職員、保護者で平均値が３点を下回っており、今

後の取組に期待したい。
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３．コミュニティ・スクールの取組と成果の分析

コミュニティ・スクールの取組と成果について、管理職、教職員、ＣＳ委員、保護者の回答を基に、それ

ぞれ分析して考察する。コミュニティ・スクールの成果に関わる質問紙は４件法によって作成しているので、

肯定的な回答から４点、３点、２点、１点として得点化（肯定的な回答が高得点となるように処理）し、因

子分析を行うことで成果と考えられる因子を取り出す。そのようにして得られた因子を従属変数、取組指標

を独立変数として重回帰分析を行い、取組指標と成果の関係を分析する。

３－１　管理職が意識する成果と関係する取組指標

まず、問３（25）は多肢選択式であるため除外し、天井効果（平均値＋標準偏差≧4.0）とフロア効果

（平均値－標準偏差≦1.0）を確認するために各質問項目の平均値と標準偏差を算出した（表２）。その結

果、問３（1）、問３（13）、問３（21）、問３（22）、問３（23）、問３（24）、問３（32）において天

井効果が見られたため、この７項目を以下の分析から除外した。

表２　管理職対象の質問項目の平均値（Ｍ）及び標準偏差（ＳＤ）
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次に、残りの31項目に対して、因子分析（最尤法、Promax回転）を行った。因子数は、固有値の落差、因

子の解釈可能性を考慮して３因子が妥当であると判断した。その結果、問３（2）、問３（20）、問３

（34）、問３（35）、問３（37）の５項目が、因子負荷量の絶対値が .4未満の項目であるため削除した。

同様にして因子分析を行った結果、最終的に26項目３因子構造を得た。各因子の質問項目を概観し、第Ⅰ因

子を「子どもの学びと心の成長」、第Ⅱ因子を「学校・家庭・地域の協働」、第Ⅲ因子を「教職員の負担感

の軽減」と名付けた。なお、下位尺度の信頼性を検討するために、因子ごとにCronbachのα係数を算出した

ところ、α=.83～.90であることから下位尺度の内的整合性は高いと判断した。因子分析の結果及び各因子

の記述統計量とα係数を表３に示す。

表３　因子分析結果（平均値（M）,標準偏差（SD）,α係数）（管理職）

 

続いて、コミュニティ・スクールの取組と成果の関係を分析するために、各因子を従属変数、14の取組指

標を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。

その結果、第Ⅰ因子「子どもの学びと心の成長」には、「⑦中学校区における『育てたい子ども像』等の

共有」「⑧中学校区における学校運営水準の向上」「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「①

組織づくり」の取組指標が有意な正の影響を及ぼしていることが示された（図２）。

第Ⅱ因子「学校・家庭・地域の協働」では、「⑦中学校区における「育てたい子ども像」等の共有」「⑫

放課後や土曜日等の教育活動の充実」「③企画」「⑤マネジメント」の取組指標が有意な正の影響を及ぼし

ていることが示された（図３）。

第Ⅲ因子「教職員の負担感の軽減」では、「⑨中学校区における児童生徒や教職員の交流」の取組指標が
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有意な正の影響を及ぼしていることが示された（図４）。

以上のことから、管理職はコミュニティ・スクールの取組により、「子どもの学びと心の成長」「学校・

家庭・地域の協働」「教職員の負担感の軽減」に成果があると考えている。そしてこれらの成果は、「①組

織づくり」「③企画」「⑤マネジメント」「⑦中学校区における『育てたい子ども像』等の共有」「⑧中学

校における学校運営水準の向上」「⑨中学校区における児童生徒や教職員の交流」「⑫放課後や土曜日等の

教育活動の充実」によって支えられていると考えていることが分かる。特に、「⑦中学校区における『育て

たい子ども像』等の共有」「⑧中学校における学校運営水準の向上」「⑨中学校区における児童生徒や教職

員の交流」等の小学校と中学校との連携を中心にした取組が重要と意識していると推察される。

３－２　教職員が意識する成果と関係する取組指標

まず、問３（25）は多肢選択式であるため除外した。また、問３（29）は問３（16）と重複した質問で

あったため除外した。天井効果（平均値＋標準偏差≧4.0）とフロア効果（平均値－標準偏差≦1.0）を確認

するために各質問項目の平均値と標準偏差を算出した（表４）。その結果、問３（24）において天井効果が

見られたため、この１項目を以下の分析から除外した。

次に、残りの36項目に対して、因子分析（最尤法、Promax回転）を行った。因子数は、固有値の落差、因

子の解釈可能性を考慮して３因子が妥当であると判断した。その結果、問３（1）、問３（13）、問３

（33）の３項目が、因子負荷量の絶対値が .4未満の項目であるため削除した。同様にして因子分析を行っ

た結果、最終的に33項目３因子構造を得た。各因子の質問項目を概観し、第Ⅰ因子を「学校・家庭・地域の

協働」、第Ⅱ因子を「子どもの学びと心の成長」、第Ⅲ因子を「教職員の負担感の軽減」と名付けた。なお、

下位尺度の信頼性を検討するために、因子ごとにCronbachのα係数を算出したところ、α=.76～.91である

ことから下位尺度の内的整合性は高いと判断した。因子分析の結果及び各因子の記述統計量とα係数を表５

に示す。

続いて、コミュニティ・スクールの取組と成果の関係を分析するために、各因子を従属変数、14の取組指

標を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。

その結果、第Ⅰ因子「学校・家庭・地域の協働」には、「⑤マネジメント」「⑩学校を核にした取組」

「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑪家庭教育支援の充実」「③企画」の取組指標が有意

な正の影響を及ぼしていることが示された（図５）。

第Ⅱ因子「子どもの学びと心の成長」では、「⑩学校を核とした取組」「⑤マネジメント」「⑨中学校区

における児童生徒や教職員等の交流」の取組指標が有意な正の影響を及ぼしていることが示された（図６）。

図２　管理職因子Ⅰにおける成果と取組指標

図４　管理職因子Ⅲにおける成果と取組指標

図３　管理職因子Ⅱにおける成果と取組指標
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第Ⅲ因子「教職員の負担感の軽減」については、有意な影響を及ぼす取組指標を取り出すことができな

かった。

以上のことから、教職員はコミュニティ・スクールの取組により、「学校・家庭・地域の協働」「子ど

もの学びと心の成長」に成果があると考えている。そしてこれらの成果は、「③企画」「⑤マネジメント」

「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑩学校を核にした取組」「⑪家庭教育支援の充実」に

よって支えられていると考えていることが分かる。特に「⑤マネジメント」「⑨中学校区における児童生徒

や教職員等の交流」「⑩学校を核にした取組」は共通の取組であることから、中学校区において学校を中心

とした取組が必要であり、それらがマネジメントされていることが重要であると感じていると推察される。

表４　教職員対象の質問項目の平均値（Ｍ）及び標準偏差（ＳＤ）
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表５　因子分析結果（平均値（M）,標準偏差（SD）,α係数）（教職員）

図５　教職員因子Ⅰにおける成果と取組指標 図６　教職員因子Ⅱにおける成果と取組指標
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３－３　学校運営協議会委員（ＣＳ委員）が意識する成果と関係する取組指標

まず、問３（23）は多肢選択式であるため除外した。天井効果（平均値＋標準偏差≧4.0）とフロア効果

（平均値－標準偏差≦1.0）を確認するために各質問項目の平均値と標準偏差を算出した（表６）。その

結果、問３（12）、問３（13）、問３（14）、問３（16）、問３（20）、問３（21）、問３（22）、問３

（28）、問３（32）、問３（35）、問３（36）、問３（37）、問３（38）において天井効果が見られたため、

この13項目を以下の分析から除外した。

表６　ＣＳ委員対象の質問項目の平均値（Ｍ）及び標準偏差（ＳＤ）

 

次に、残りの24項目に対して、因子分析（最尤法、Promax回転）を行った。因子数は、固有値の落差、因

子の解釈可能性を考慮して３因子が妥当であると判断した。その結果、問３（10）、問３（19）、問３

（31）の３項目が、因子負荷量の絶対値が .4未満の項目であるため削除した。同様にして因子分析を行っ

た結果、最終的に21項目３因子構造を得た。各因子の質問項目を概観し、第Ⅰ因子を「子どもの学びと心の

成長」、第Ⅱ因子を「学校・家庭・地域の協働」、第Ⅲ因子を「教職員の負担感の軽減」と名付けた。なお、

下位尺度の信頼性を検討するために、因子ごとにCronbachのα係数を算出したところ、α=.80～.92である

ことから下位尺度の内的整合性は高いと判断した。因子分析の結果及び各因子の記述統計量とα係数を表７

に示す。
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表７　因子分析結果（平均値（M）,標準偏差（SD）,α係数）（ＣＳ委員）

続いて、コミュニティ・スクールの取組と成果の関係を分析するために、各因子を従属変数、14の取組指

標を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。

その結果、第Ⅰ因子「子どもの学びと心の成長」

には、「⑤マネジメント」「⑦中学校区における

「育てたい子ども像」等の共有」「④協働」「⑨中

学校区における児童生徒や教職員等の交流」「②熟

議」「⑫放課後や土曜日等の教育活動の充実」の取

組指標が有意な正の影響を及ぼしていることが示さ

れた（図７）。

第Ⅱ因子「学校・家庭・地域の協働」は、「③企

画」「⑬意識調査・啓発」「⑨中学校区における児

童生徒や教職員等の交流」「④協働」の取組指標

が有意な正の影響を及ぼしていることが示された

（図８）。

第Ⅲ因子「教職員の負担感の軽減」については、

「④協働」「⑨中学校区における児童生徒や教職員

等の交流」の取組指標が有意な正の影響を及ぼして

いることが示された（図９）。

以上のことから、ＣＳ委員はコミュニティ・スクールの取組により、「子どもの学びと心の成長」「学

校・家庭・地域の連携」「教職員の負担感の軽減」に成果があると考えている。そしてこれらの成果は、

「②熟議」「③企画」「④協働」「⑤マネジメント」「⑦中学校区における「育てたい子ども像」等の共有」

図７　ＣＳ委員因子Ⅰにおける成果と取組指標
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「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑫放課後や土曜日等の教育活動の充実」「⑬意識調

査・啓発」によって支えられていると考えていることが分かる。特に、「④協働」「⑨中学校区における児

童生徒や教職員等の交流」はすべての因子に共通しており、地域の子どもの成長を見守ることを重要と感じ

ていることが推察される。

３－４　保護者が意識する成果と関係する取組

まず、天井効果（平均値＋標準偏差≧4.0）とフロア効果（平均値－標準偏差≦1.0）を確認するために各

質問項目の平均と標準偏差を算出した（表８）。その結果、問３（９）、問３（10）、問３（12）、問３

（14）、問３（27）において天井効果が見られたため、この５項目を以下の分析から除外した。

表８　保護者対象の質問項目の平均値（Ｍ）及び標準偏差（ＳＤ）

図８　ＣＳ委員因子Ⅱにおける成果と取組指標 図９　ＣＳ委員因子Ⅲにおける成果と取組指標
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次に、残りの25項目に対して、因子分析（最尤法、Promax回転）を行った。因子数は、固有値の落差、因

子の解釈可能性を考慮して３因子が妥当であると判断した。その結果、問３（18）、問３（19）の２項目が、

因子負荷量の絶対値が .4未満の項目であるため削除した。同様にして因子分析を行った結果、最終的に23

項目３因子構造を得た。各因子の質問項目を概観し、第Ⅰ因子を「学校と家庭の連携」、第Ⅱ因子を「子ど

もの学びと心の成長」、第Ⅲ因子を「子どもと地域の関わり」と名付けた。なお、下位尺度の信頼性を検討

するために、因子ごとにCronbachのα係数を算出したところ、α=.79～.89であることから下位尺度の内的

整合性は高いと判断した。因子分析の結果及び各因子の記述統計量とα係数を表９に示す。

表９　因子分析結果（平均値（M）,標準偏差（SD）,α係数）（保護者）

続いて、コミュニティ・スクールの取組と成果の関係を分析するために、各因子を従属変数、14の取組指

標を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。その結果、第Ⅰ因子「学校と家庭の連携」

には、「③企画」「⑭学校支援マニュアルの作成」「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑪

家庭教育支援の充実」の取組指標が有意な正の影響を及ぼしていることが示された（図10）。

第Ⅱ因子「子どもの学びと心の成長」では、「③企画」「⑭学校支援マニュアルの作成」「⑨中学校区に

おける児童生徒や教職員等の交流」「⑪家庭教育支援の充実」「⑬意識調査・啓発」の取組指標が有意な正

の影響を及ぼしていることが示された（図11）。

第Ⅲ因子「子どもと地域の関わり」では、「③企画」「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」

「⑫放課後や土曜日等の教育活動の充実」「⑪家庭教育支援の充実」の取組指標が有意な正の影響を及ぼし

ていることが示された（図12）。

以上のことから、保護者はコミュニティ・スクールの取組により、「学校と家庭の連携」「子どもと学

びと心の成長」「子どもと地域の関わり」に成果があると考えている。そしてこれらの成果は、「③企画」
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「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑪家庭教育支援の充実」「⑫放課後や土曜日等の教育

活動の充実」「⑬意識調査・啓発」「⑭学校支援マニュアルの作成」によって支えられていると考えている

ことが分かる。とくに、「③企画」「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」「⑪家庭教育支援の

充実」はすべての成果に共通していることから、保護者は学校との連携に重点をおいていることが推察され

る。

４．考察

山口県の公立小・中学校の管理職、教職員、ＣＳ委員、保護者に実施した質問紙調査を分析した結果、コ

ミュニティ・スクールの取組は、どの立場からも「子どもの成長」と「連携」に影響を与えると考えられて

いることが示された。

そもそもコミュニティ・スクールの取組は、学校の教育活動を中心として行われているため、「子どもの

成長」が成果として認識されることは当然といえば当然であるといえる。しかし「子どもの成長」に影響が

あると考えられる取組指標には、管理職、教職員、ＣＳ委員、保護者の立場から共通しているものと異なる

ものがある。どの立場にも共通する取組指標は「⑨中学校区における児童生徒や教職員等の交流」である。

コミュニティ・スクールの成果に与える影響として、小学校と中学校の連携が関係していることは非常に示

唆的である。子どもの育ちは地域を単位として一連のものとしてとらえられていることやコミュニティ・ス

クールの取組が地域とともに実施されることが多いため小学校と中学校とが連携して行うほうが効率的であ

り実効性が高いことが影響しているものと思われる。違いの見られる取組指標をまとめると、管理職は「小

学校と中学校の連携する取組」、教職員は「学校の取組」、ＣＳ委員は「子どもを理解する取組」、保護者

は「学校と家庭の連携する取組」に重点を置いていると考えられる。それぞれの立場から子どもに関わるた

め、こうした違いが生じるものと思われるが、「連携する取組」が重要であることは共通に意識されている

図10　保護者因子Ⅰにおける成果と取組指標

図12　保護者因子Ⅲにおける成果と取組指標

図11　保護者因子Ⅱにおける成果と取組指標
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といえる。一方、管理職の「小学校と中学校の連携する取組」意識は、さまざまな視点からも非常に有効で

あると考えるが、子どもの教育を「学校教育」に閉じてしまう可能性も生じる。平成29年改訂の学習指導要

領では、地域・家庭と連携・協働した「社会に開かれた教育課程」の重要性が明記４）されるなど、ますま

す「地域に学校を開く」ことが重要となってきているため、管理職にはこうしたことを踏まえたマネジメン

ト力が一層求められる。

次に、コミュニティ・スクールの取組の成果である「連携」に関して、どの立場にも共通する取組指標は、

「③企画」である。この取組指標は、学校運営協議会が中心となって学校と連携・協働する取組や研修、生

涯学習等の企画を意味している。つまり、学校運営協議会の実施する活動が「連携」を推進することに影響

を与えると考えられていることから、学校運営協議会は、学校・家庭・地域が「連携」するために重要な役

割を担っていると認識されているといえる。異なる点としては、「連携」における力点の置き方である。子

どもへの関わり方が違うため力点が違うことは当然であり、むしろそれぞれ立場でできる連携を行うことこ

そ参画意識を高める点で重要であると考えられる。

このように「連携」が進んでいくと、家庭と地域が結びつき、孤立する家庭が減少していく。つまり地域

内に「大人と子どものつながり」に加え「大人同士のつながり」が生じ、こうした関係は子どもが学校を

卒業しても続いていくと思われる。つまりコミュニティ・スクールの取組によって構築された「連携」は、

「人のつながり」を生むと考えられる。さらに、信頼できる大人に囲まれて育った子どもたちが、地域の次

代の担い手になることも期待できる。このようにコミュニティ・スクールの取組は、必然的に「地域づくり」

につながっていくと考えられる。

おわりに

コミュニティ・スクールは、子どもの成長を願い、ステークホルダーである保護者や地域住民とともに学

校教育に取り組むものである。こうした取組の積み重ねにより、子どもの成長が図られるとともに地域の人

のつながりを生むことにつながる。したがって、コミュニティ・スクールは持続的に取り組むことこそが重

要なのである。コミュニティ・スクールの取組を推進するためには、学校運営協議会が重要な役割を果たす。

そして学校運営協議会を機能させるためには、学校、とくに管理職の果たす役割は大きい。コミュニティ・

スクールを導入した学校の管理職は、新しい学校の姿としての「コミュニティ・スクール」をどのように描

いているかを問われるとともに、「学校を運営する」ことから「コミュニティ・スクールを運営する」こと

への理念の転換が求められると考える。
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